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資料６ 

第２回検討委員会からの修正状況 

概 要 修正状況 

１ 全 般 

1-1 〇令和７年度の機構改革に伴う担当室課の

修正・整理 

旧：①広報・ブランディング推進室 

  ②カーボンニュートラル推進課 

  ③防災・危機管理課 

  ④国際観光課 

  ⑤行政経営室、管財課 

  ⑥国際課 

  ⑦子育て支援課、こども未来課 

  ⑧感染症対策課 

  ⑨商工企画課、立地通商課 

  ⑩生涯学習・文化財室 

 

 

新：①広報課 

②政策推進室 

③危機管理課、防災課 

④観光振興室 

⑤財産管理室 

⑥多文化共生推進室 

⑦こども家庭室 

⑧健康対策室 

⑨成長産業推進室 

⑩生涯学習・文化財課 

２ 富山県の地域特性 

2-1 〔４頁〕 

〇海域の活断層について【委員意見】 

海域の活断層についても記載が必要 

〇海域の活断層の図を追加 

 

〇その他 

 「斜面崩壊」を「海底地すべり」に修正 

過去の地震・津波の履歴を追加 

2-2 〔６頁〕 

〇水害リスクについて【委員意見】 

 堤防浸食等の洪水のリスクの記載が必要 

 

〇急流河川の河川浸食・洗堀による破堤の

リスク及びバックウォーター現象による

内水氾濫のリスクを追加 

 

2-3 〔８頁〕 

〇排水不良地のリスクについて【委員意見】 

 地形特性について、排水不良地のリスク

についても追記を希望 

 

〇土地の成り立ちが後背低地・湿地、旧河

道、旧水部など、液状化スクを追加 

 

〇その他 

液状化リスクに関する資料を追加 

・ハザードマップポータルサイト 

・富山県内の液状化しやすさマップ 
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概 要 修正状況 

３ 国土強靱化の推進方針 

3-1 〔全般〕 

〇再掲箇所について【委員意見】 

再掲箇所は、番号、タイトル（見出し）、

担当課についても明記が必要 

また、再掲箇所は斜体にするなど、分かりや

すく、かつ見やすくする工夫が必要 

 

〇再掲箇所は、番号、タイトル（見出し）、

担当課を斜体で記載 

3-2 〔19頁〕 

〇津波避難の在り方について【委員意見】 

能登半島地震の際は、（津波に対する）住民

の避難方法は車が大半だったことや、それ

による道路の大渋滞等が発生したことを踏

まえて、（円滑な避難計画の検討推進等を）

計画に反映することが必要 

 

〇令和６年能登半島地震災害対応検証報

告書等を踏まえ、「004地震被害想定調査、

津波シミュレーション調査の実施」に「津

波避難のあり方の検討等を推進」を追記 

3-3 〔20頁、21頁〕 

〇液状化対策について【委員意見】 

 能登半島地震でも発生した液状化対策被

害に対する対策が必要 

 

〇「014液状化対策の推進」の施策を新規

追加 

 

〇富山県の地域特性に液状化のリスクを

追加（８頁） 

3-4 〔21頁〕 

〇「避難所」と「避難場所」の記述順序につ

いて【委員意見】 

一般的に「避難場所」の次に「避難所」と

なるので、「020 県立学校施設等の耐震化」

の本文について、記載順序の修正が必要 

 

〇「020県立学校施設等の耐震化」の記述

の順序を「避難場所」次いで「避難所」の

順に修正 

 

〇その他 

「020県立学校施設等の耐震化」の担当部

署にスポーツ振興課を追加 

3-5 〔21頁〕 

〇特別支援学校の防災機能強化について

【委員意見】 

 特別支援学校のハード面の支援について

も明記が必要 

 

〇特別支援学校の防止機能強化に係るハ

ード面の整備については、「020県立学校

施設等の耐震化」に含まれているため、明

記しないこととする。 
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概 要 修正状況 

3-6 〔25頁〕 

〇長寿命化計画等策定状況について【委員

意見】 

 「表３ 長寿命計画等策定状況」につい

て、策定・改定年月の時点更新が必要 

 

 

〇「050長寿命計画に基づく公共土木施設

の維持管理・更新」の「表３ 長寿命化計

画等策定状況」の策定・改定年月を最新の

時点に更新 

3-7 〔25頁、26頁〕 

〇ダムの放流に関する周知について【委員

意見】 

2023 年に県内ダムの放流を行ったことを

踏まえ、ダム放流に関する住民周知につい

て明記が必要 

 

〇「051洪水を安全に流すための治水対策

の推進」に、「ダムに関する情報提供の充

実」を追記 

3-8 〔33頁〕 

〇水道施設の耐震化について【委員意見】 

企業局管理の和田川浄水場から射水市及

び高岡市の一部への水道供給について、取

水路や給水路が被災や老朽化で断水した場

合に備え、代替バイパス管や地域間の相互

送水管の整備について、代替バイパス管の

整備に係る施策の追加が必要 

 

下記理由から、「105水道施設の耐震

化」について、計画本文を修正しないこ

ととした。 

〇企業局管理の水道施設についても、ア

セットマネジメントに取組みを推進して

耐震化を進めている。 

〇代替バイパス管の整備については、水

道事業者から要請がないため、整備の予

定がない。 

3-9 〔39頁、40頁〕 

〇下水施設の老朽化対策について 

 埼玉県八潮市における道路陥没事故が発

生（令和７年１月 29日） 

 

〇「150下水道施設の老朽化対策」に、

「適切に点検を実施し異常箇所の調査を

行い、」を追記 

3-10 〔40頁〕 

〇デジタル技術等を活用した避難者の管

理、把握について【委員意見】 

ドローン活用や、デジタル技術を活用し

た避難者の管理、把握についての項目を追

加したほうがよい。 

 

〇デジタル技術等の活用に関して、153

と 154の見出しを変更 

・153 

前 デジタル技術を活用した避難者情

報等の管理の推進 

後 デジタル技術を活用した避難者支

援の推進 
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概 要 修正状況 

・154 

前 被災者生活再建支援システム導入

の推進 

後 デジタル技術を活用した被災者生

活再建支援の推進 

 

〇154本文に「AI技術、スマホ・ドロー

ン等のデジタル技術の活用」を追加 

3-11 〔40頁、42頁〕 

〇災害時の物資供給人材の育成について

【委員意見】 

災害時の物資供給に関する専門的な人材

育成が必要 

 

下記施策で対応するので、計画本文を

修正しないこととした。 

〇令和６年能登半島地震の教訓を踏ま

え、第３期から「155物資調達・輸送調

整等支援システムの活用」を新設し、人

材の育成（研修・訓練）していく。 

〇「160防災・危機管理人材の育成強

化」において、物流担当を含めた専門人

材を育成することとしている。 

 

3-12 〔41頁〕 

〇行政 BCPについて【委員意見】 

 「156災害対応に係る計画・マニュアル類

の継続的な見直し、体制の整備」の本文中

に、行政 BCPを明示した方が良い。 

 

 

〇「156災害対応に係る計画・マニュア

ル類の継続的な見直し、体制の整備」の

本文中に、「富山県庁業務継続計画」を

例示する形で追加 

3-13 〔46頁〕 

〇ニホンジカの増加対策について【委員意

見】 

「182指定管理鳥獣対策の推進」の記載内

容について、「ニホンジカの増加に伴い森林

が荒廃し、水害・土砂災害が発生しやすくな

る」など、指定管理鳥獣対策が国土強靱化に

関係することを明記した方がよい。 

 

 

〇「182指定管理鳥獣対策の推進」の本

文中に、「ニホンジカ及びイノシシによる

農林業被害や高山帯への侵入を防止し、

土砂崩壊等につながる森林植生の食害の

拡大を防止するため、」を追加 
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概 要 修正状況 

４ 別紙「国土強靱化の推進方針一覧表（分野別）」 

4-1 〔62～75頁〕 

〇国土強靱化の推進方針の一覧表について 

【委員意見】 

推進方針の索引のようなものがあった方

が良い。 

 

 

〇推進方針の一覧表を別紙として追加 

・「事前に備えるべき目標別」の一覧表 

・「分野別」の一覧表 

５ 別冊「脆弱性評価の結果」 

5-1 〔別冊〕 

〇富山県特有の事態について【パブリック

コメント】 

「起きてはならない最悪の事態」の各項目

は、全国共通・富山県特有の別がわかるよう

にした方が良い。 

 

下記理由から、別冊を修正しないこと

とした。 

〇県独自で設定している「太平洋側の代

替性・多重性」に関して、計画本文第２

章「５事前に備えるべき目標（14頁）」

にて明記している。 

〇「起きてはならない最悪の事態」の各

項目について、全国共通・県特有の別を

別冊に記載することは計画文章として馴

染まないため、別冊には明記しないこと

とする。 

〇県独自の「起きてはならない最悪の事

態」については、概要資料（資料１）に

おいて明記する。 

5-2 〔別冊〕 

〇重要業績指標（KPI）について【パブリッ

クコメント】 

 他県の計画では、脆弱性評価の結果の各

項記述部分に続いて、重要業績指標も付記

しているところが多い。 

 

〇脆弱性評価結果の各項目記述部分に続

いて、重要業績指標（現況値と目標値）

を追記 

 


